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別添１ 

 

新ジョブ・カード制度の推進について 

  

第１ 定義 

１ ジョブ・カード 

   職業能力開発促進法第 15 条の４第１項に基づき、平成 30 年厚生労働省告

示第 127 号（以下「改正告示」という。）により規定された改正後の職務経

歴等記録書の様式（別紙１）をいう。 

   なお、同法施行前のジョブ・カードと区別する場合は、「新ジョブ・カー

ド」と呼称する。 

２ 新ジョブ・カード制度 

   個人のキャリアアップや、多様な人材の円滑な就職等を促進することを目

的として、ジョブ・カードを、以下の「生涯を通じたキャリア・プランニン

グ」及び「職業能力証明」のツールとして、キャリアコンサルティング等の

個人への相談支援のもと、求職活動、職業能力開発などの各場面において活

用する制度をいう。 

（１） 生涯を通じたキャリア・プランニング 

    個人の履歴や、支援を通じた職業経験の棚卸し、職業生活設計等の情報

を蓄積し、訓練の受講、キャリア選択等の生涯のキャリア形成の場面にお

いて活用する「生涯を通じたキャリア・プランニング」のツール 

 （２） 職業能力証明 

    免許・資格、教育（学習）・訓練歴、職務経験、教育・訓練成果の評価、

職場での仕事振りの評価に関する職業能力証明の情報を蓄積し、場面・用

途等に応じて情報を抽出・編集し、求職の際の応募書類、キャリアコンサ

ルティングの際の資料等として活用する、職業能力を見える化した「職業

能力証明」のツール 

 

第２  職業能力開発促進法における規定 

 勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 72 号）によ

る職業能力開発促進法の一部改正において、ジョブ・カードについて、国は、

労働者の職業生活設計に即した自発的な職業能力の開発及び向上を促進する

ため、その様式を法令で定め、その普及に努めなければならない旨が規定さ

れているところである。 

 これにより、当該様式を用いたジョブ・カードの作成及び普及促進に努め

ること。 
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 なお、本通知の施行日の前日までに従前の様式を用いて既に作成されたジ

ョブ・カードについては、本通知の施行日以降も引き続き活用することがで

きるものとする。 

 

第３ 新ジョブ・カード制度推進基本計画に基づく普及 

 関係省を含む関係者から構成される「ジョブ・カード制度推進会議」にお

いて作成された別紙２の「新ジョブ・カード制度推進基本計画」に基づき、

平成 27 年 10 月１日より、ジョブ・カードの普及促進を図っている。 

 

第４ ジョブ・カード作成支援を実施する者  

 労働者等の個人へのジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、

当該成果のジョブ・カードへの記入、関係するジョブ・カードへの記入支援

は、職業能力開発促進法第 30 条の３に基づくキャリアコンサルタントまたは

「ジョブ・カード作成アドバイザー」（学生に対して様式１－２を活用して

作成を行う場合は、教員も含む。）が行うことができるものとする。 

 なお、「ジョブ・カード作成アドバイザー」は、新ジョブ・カード制度の

内容、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングの手法等に関す

る知識・技能を習得した者であり、具体的には、「ジョブ・カード講習等実

施要領」（別紙３）に基づき実施する「ジョブ・カード講習」の受講等によ

り、ジョブ・カードの作成支援を行うことが認められた者として厚生労働省

又は厚生労働省より委託を受けた団体に登録された者とする。 

 

第５ キャリア・プラン作成補助シート 

  ジョブ・カードを活用したキャリア・プランの作成を容易にするものとし

て、「キャリア・プラン作成補助シート」を別途定める。 

 

 

附 則（平成二十七年九月三十日） 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 27 年 10 月１日から施行する。 

 

附 則（平成二十八年三月三十一日） 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成二十九年四月一日） 

（施行期日） 
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１ この要領は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成三十年四月一日） 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 30 年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行後も、平成 31 年３月 31 日までの間は、平成 30 年厚生労働

省告示第 127 号による改正前の様式を利用しジョブ・カードを作成すること

ができる。 


